
2022年3月31日 現在

株式会社セーフティーアイランド

科 目 金 額 科 目

資 産 の 部 円 負 債 の 部 円

［ 流 動 資 産 ］ 663,880,397 ［ 流 動 負 債 ］

現 金 及 び 預 金 197,510,165 買 掛 金

受 取 手 形 504,000 未 払 金

電 子 記 録 債 権 4,394,937 未 払 費 用

売 掛 金 459,498,342 未 払 法 人 税 等

貯 蔵 品 15,670,350 預 り 金

前 払 金 1,089,000 契 約 負 債

前 払 費 用 2,751,100 仮 受 金

立 替 金 1,714,563 賞 与 引 当 金

仮 払 金 217,000

未 収 消 費 税 等 22,995,503

貸 倒 引 当 金 △ 42,464,563

［ 固 定 資 産 ］ 1,590,805,816 ［ 固 定 負 債 ］

（有形固 定資 産） 1,549,076,981 長 期 借 入 金

建 物 1,256,238,725

建 物 付 属 設 備 365,032,508

構 築 物 361,977,327

機 械 装 置 1,311,741,514

車 両 運 搬 具 38,970,761

工 具 器 具 備 品 107,385,849 負 債 合 計

一 括 償 却 資 産 1,264,792 純 資 産 の 部

土 地 864,400,000 ［ 株 主 資 本 ］

建 設 仮 勘 定 75,350,000 資 本 金

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,833,284,495 資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

（投資その他の資産） 41,728,835 その他資本剰余金

投 資 有 価 証 券 2,028,000 利 益 剰 余 金

出 資 金 1,000 その他利益剰余金

保 険 積 立 金 22,463,711 繰 越 利 益 剰 余 金

差 入 保 証 金 7,258,700 (うち当期純利益)

長 期 前 払 費 用 6,149,481

繰 延 税 金 資 産 3,827,943

純 資 産 合 計

資 産 合 計 2,254,686,213 負債及び純資産合計

37,304,071

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

資 産 の 部 負 債 の 部

金 額

211,232,071

158,595,877

2,211,232,071

2,000,000,000

2,000,000,000

6,620,088

303,000

355,215

1,565,982

110,000

6,377,838

100,000,000

26,496,777

5,496,777

21,000,000

△ 83,042,635

△ 83,042,635

43,454,142

2,254,686,213

△ 34,702,606

△ 83,042,635



〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

  １．資産の評価基準及び評価方法

      (1)商      品 移動平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定)

　　　(2)貯　蔵　品 最終仕入法による原価法

　　　(3)子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

      (4)その他有価証券

時価のあるもの 移動平均法による原価法

時価のないもの 移動平均法による原価法

      (5)デリバティブ等 時価法

  ２．固定資産の減価償却の方法

      有   形   固   定   資   産 定率法

　　　　　　　（リース資産を除く） 1998年 4月 1日以降に取得した建物 （建物附属設備は除く） 

2016年 4月 1日以降に取得した建物付属設備・構築物

定額法

      無   形   固   定   資   産 定額法

　　　リ 　ー　 ス　 資　 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によって

おります。なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

  ３．繰延資産の処理方法

社債発行費 支払時に全額費用処理

  ４．引当金の計上基準

     （１）  貸倒引当金は、債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については法人税法上の貸倒実績率により、

             貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し計上しております。

     （2）　賞与引当金は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

     （3）　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

   　　　　 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により費用処理しております。

　　　　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、

　　　　　　それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

  ５．消費税等の会計処理

　　    税抜き処理によっております。

  ６．へッジ会計の方法

        原則として繰延ヘッジ処理を行っております。なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている

        金利スワップについては特例処理によっております。

　７．最終処分場勘定の会計処理

　　 　最終処分場勘定については、廃棄物の最終処分を行う目的で取得した土地代金、建設費用及び資産除去債務に対する除去費用等を計上しております。

 　　　また、当該勘定科目は、廃棄物の埋立量により償却しております。

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

2,000 －                           －                           2,000

2,000 0 0 2,000

２．配当に関する事項

該当ありません。

個 別 注 記 表

自 2021 年 4 月 1 日

至 2022 年 3 月 31 日

株式の種類

普通株式

合計


